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くはじめに>

現在のEU(ヨーロッパ連合)の雇用政策にお

いて、「フレクシキュリティ (flexicurity)Jとい
う概念は不可欠なものになっている。これには

様々な解釈があるが、駐日欧州委員会代表部発行

の雑誌によると、フレクシキュリテイは、流動性

のある労働市場 (flexibility)と十分に高い水準の

安定した雇用 (security)を組み合わせたもので

ある 1102007年、欧州委員会 (European

Commission)は「フレクシキュリテイの共通原

則に向けて (TowardsCommon Principles of 

Flexicurity) Jを公表した。その中で、フレクシキユ
リティを構成するものとして挙げられているのが

4つある。第lに「柔軟かっ信用性のある労働契

約形態」である。これは、現代的な労働法、団体

協約、労働組織などが関連する。第2に「包括的
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生涯学習戦略」である。これは、労働者の継続的

なアダプタピリティ (adaptability) と就業能力

(employability )を確保するものである。第3に「効

果的な積極的労働市場政策」である。これは、人々

の急激な社会経済的変化への対応を可能にした

り、失業期間の減少また就職・転職の実現に貢献

するものである。第4に「現代的な社会保障制度」

である。これは、十分な所得を支援し、雇用を促

進させ、労働市場の流動性を促進させるものであ

る2)。

このフレクシキュリテイの成功例として頻繁に

取り上げられるのがデンマークである。デンマー

クでは、失業率が1994年の 12.3%から 2007年に

は3.8%、また就業率が1994年の70.3%から 2006

年には77.4%になった。デンマークの雇用政策の

成功には、 3つの要素、つまり、流動性のある労

働市場、社会保障制度の充実、積極的労働市場政

策があると言われている。これを「黄金のトライ

アングル(三角形)Jとよぶことがある。デンマー

クでは毎年労働力の 30%に相当する約80万人が

転職・離職している。それを可能にするものが、

前職賃金の90%までが給付され、かっ最大4年と

いう長期間支給され得る失業給付である。その一

方で、手厚い給付による潜在的な労働意欲の減退

に対しては、積極的求職活動の義務化と、職業訓

練などの就労促進への参加の義務でもって対応し

ている 3)。

デンマークに次いでフレクシキュリテイの例と

して紹介される国家には、フルタイム労働の他に
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パートタイム労働を増やしたオランダがある 41。

では、他の国家はどうであろうか。 2006年1月に

オーストリアのフイラッハで開催された EUの

rrフレクシキュリティJに関する非公式閣僚会議」
において、欧州委員会の雇用・社会問題・機会均

等担当委員であるヴラジミール・シュピドラ

(Vladimir Spidla)は、フレクシキュリテイの実例

としてデンマークとオーストリアの二カ国を指摘

し、「両国の労働市場は他国よりもより流動的で、

しかも労働力は効果的な社会的保護を享受し、と

てもダイナミックな雇用・訓練政策から利益を得

ているjと述べている 51。この発言は、開催地へ

のリップサーヴイスという面も否定できないかも

しれない。また、同年5月に欧州委員会の雇用委

員会 (EmploymentCommittee)のワーキンググ

ループが提出した文書には、デンマークとオラン

ダの他に、スウェーデンとオーストリアのフレク

シキュリテイが紹介されている。雇用委員会は別

の文書でも「デンマーク、オランダ、オーストリ

アに加えて、いくつかの国での政策展開がフレク

シキュリティ指向を一層示し始めているjと書か

れている61。

では、オーストリアのフレクシキュリティはど

のようなものなのであろうか。オーストリアは、

1995年にEUに加盟した人口830万の「小国jで

ある。同国の 2007年の就業率は 7l.4%(EU27カ

国中6番目の高さ)、失業率は4.4%(同5番目の

低さ)となっており、同時期の EU27カ国の平均

就業率65.5%と平均失業率7.1%よりも良好な状

態といえる。また、 EUがリスボン戦略の中で言

及している社会保険もよく機能していると言われ

る。この報告では、オーストリアのフレクシキュ

リテイの取り組みを紹介することで、デンマーク

やオランダ以外の別のフレクシキュリテイのモデ

ルを見いだし得るのかを考えてみたい。

なお、本稿を作成するに当たり、オーストリア

が他のEU加盟国と同様に欧州委員会に提出して

いる「行動計画/改革計画Jを使った71。

オーストリア政治の状況

第二次世界大戦後のオーストリアの政治では、
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社民党 (SPo:1980年代に社会党SPoから党名変

更)と国民党 (OVP)の2つの政党が議席の大半

を占めてきた。そのため、 2000年までのオースト

リアの政権は、両党による大連立政権(1947-66

年及び1987-2000年)、どちらか一方による単独

政権 (1966-70年の国民党、 1970-83年の社会党)、

そして 1983-87年の社会党が小政党の自由党と組

んだ連立政権という構成をとった。また、オース

トリアは「会議所国家(Kammerstaat)Jと評され

ることがある。これは、頂上団体がフォーマル及び

インフォーマルに政策形成に参加し、大きな影響力

を持つことに由来する。オーストリアでは、 3大会

議所である「経済会議所(Wi臨chafts畑 nmer)J、「労

働会議所(Arbeitsk紅町ner)J、「農業会議所

(Landwirtschaftskammer) J、そして「労働組合総同

盟 (Gewerkschaftsbund)Jという 4つの頂上団体が

「社会パートナー (Sozialpartner)Jとして政策形成

に大きな影響を持っているが、それぞれが社民党

と国民党とつながっている 81。オーストリアには、

多数決ではなく、交渉による妥協の模索と利益交

換が重要とされる「交渉民主主義

(Verhandlungsdemokratie) Jの伝統があるとされ

ている。これによって、二大政党は、たとえ野党

であっても政策形成の過程で与党との意見交換を

通じて自分たちの意見を反映させることができた。

こうした状況に大きな変化をもたらしたのが、

1999年の下院選挙の結果生じた国民党と自由党

(FPO) の連立政権の誕生である。自由党は、

1980年代後半にJ・ハイダー (JorgHaider)が党

首となってから、既成政党に対する批判や外国人

排斥を選挙の度に有権者に訴えてきた。その結果、

自由党は着実に議席を伸ばしていき、 1999年の選

挙ではついに国民党を僅差で抑え、社民党に次ぐ

第二党の地位を獲得した。連邦大統領が第一党の

社民党の党首に組閣要請を出したものの、社民党

と国民党との連立協議は難航し、その聞に国民党

は自由党との連立協議を成功させ、第二党と第三

党からなる連立政権が2000年に成立したのであ

る(首相は国民党のW・シュッセル (Wolfgang

Schussel)、副首相は自由党のS・リースパッサー

(Susanne Riess-Passer) )。その後、 2002年に任期

途中で連立政権は議会を解散し、 2003年には連立
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枠組みは変わらずに、第二次シュッセル政権が成 ている。一方、 55歳から 64歳までの就業率は

立した。しかし、2005年には自由党の内紛が起き、 38.6% (男性49.8%、女性28.0%) で、 EU27カ

ハイダーら多くの国会議員が離党し、新党「オ一 国平均の44.7%(男性53.9%、女性36.0%) より

ストリアのための未来同盟 (BZO)Jを結成し、 も低く、第 17位である。これに関して、フルタ

自由党に代わって、未来同盟が国民党の連立パー

トナーとなった。

2007年には、それまでの中道右派連立に代わっ

て、再び社民党と国民党の大連立が復活した。首

相には、その前の2006年選挙で第一党になった

社民党の党首A・グーゼンパウアー (Alfred

Gusenbauer)、副首相には第二党の国民党の党首

W・モルテラー(WilhelmMolterer)が就任した。

このようなオーストリアの政治状況を見ると、

本稿で取り扱うオーストリアのフレクシキュリ

ティに関する政策は国民党と自由党/未来同盟の

中道右派の連立政権期に作られたものとなる。

2 :労働市場と失業保険制度の現状

2007年のオーストリア統計局の資料9) による

と、オーストリアの就労者は403万人、その内訳

は、被用者が345万人、自営業者が58万人となっ

ている。

表 1:産業別就業人口の変化
100 

1961 1971 1980 1985 1990 1994 2000 2007 

盟国3攻
園園2:11:
自国1:11:

出典:1961年と 1971年のデータは、内山隆夫『オース
トリアの経済社会と政策形成.1116頁をもとに作成。
1980 -2氾∞年のデータは、 OECD，Quarterly Lαbour 
Fo陀 eStatistics， 1985， No.l. 1987， No.l. 1990， No.l. 1996， 
No.l. 2004 No.4.をもとに作成。 2007年のデータは、
sω山 tikA凶 t巾 :Z，叫伽，Daten，Ft叫 ten， (2007) ，8.43. 
をもとに作成。

また、15歳から 64歳までの就業率は71.4%(男

性 78.4%、女性64.4%)で、これはEU27カ国平

均の65.5%(男性72.5%、女性58.3%)を上回っ

イム労働とパートタイム労働でみると、パートタ

イム労働者の割合は 22.6%であり、これは EU27

カ国中第6位である。ちなみに、第l位はオラン

ダの46.8%で、第2位はドイツの 26.0%である。

オーストリアでは男性労働者の7.2%、女性労働

者の 41.2%がパートタイム労働に従事している

(EU27カ国平均は、男性7.7%、女性31.2%)。オー

ストリアでは、フルタイム労働とパートタイム労

働の相違は 1週間の労働時聞が36時間を超える

かどうかで区別されている。表2はオーストリア

のフルタイム労働以外の被用者数の実態である。

表 2:柔軟な雇用形態 (2007年)

総数 (うち女性) 2006年比較

パートタイム労働 779，200 (669，000) +15，100 

超短期労働者 245，832 (170，581) +10，026 

期限付き労働 66，688 (12，490) +7，426 

自由契約 26，077 (13，528) -1，295 
出典:ArbeitsmarktseIVice Osterreich， Gesc.制御betricht
2007，8.5. 

「超短期労働 (GeringfugigeBeschaftigung / 

marginal part-timers) J 10) とは、労働法上はパー
トタイム労働に属するものであるが、この2つの

違いは、 1ヵ月ないしは 1日あたりの所得にある。

超短期労働とは、期限の定めのない雇用関係の場

合は 1ヵ月の収入が税込み349.0lユーロ以下、カ

レンダ一月として短期間の有期雇用契約の場合1

日平均26.8ユーロ以下の労働を指す。超短期労働

者は長い間社会保険の対象外であった(傷害保険

U nfallversicherungは例外的に部分的に保障され

ていた)が、 1998年の法改正により、雇用者が超

短期労働者の社会保険を納めるようになったこと

で、現在では超短期労働は完全な社会保険の対象

である。超短期労働の契約であっても、労働者は

年間5-6週間の休暇取得権を有している。自由契

約者 (FreieDienst / quasi-freelance)も1996年

より強制保険の対象である 11)。

2007年のオーストリアの失業者については、約
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22万2000人が失業者として「登録」されている。

失業率は4.4%(男性3.9%、女性5.0%)とEU27

カ国平均7.1% (男性6.6%、女性7.8%)をはる

かに下回っている。この数値は、オランダ(3.2%)、

デンマーク (3.8%)、キプロス (3.9%)、ルクセ

ンブルク (4.1%)、リトアニア (4.3%)に次ぐ6

番目に低いものである。若者の失業率は他国と同

様に高く、 8.7%である (EU27カ国平均は

15.3%)。長期失業者 o年以上次の職を見つける
ことができなかった者)は約5万人おり、失業者

全体に占める割合は、男女の差はほとんどなく

26.8%である。これは、 EU27カ国平均の42.8%

を大きく下回り、スウェーデン (13.8%)、デンマー

ク06.2%)、キプロス 08.6%)、スペイン (20.4%)、

フィンランド (22.9%)、イギリス (23.9%)、ラ

トピア (26.4%)に次ぐ8番目の低さである 12)。

ちなみに、オーストリアには人口の l割に当たる

数の外国人が住んでいるが、オーストリアにおけ

る外国籍の労働者の失業率は9.5%である。

次に、失業時の社会保障の基本的枠組みについ

て紹介する。失業保険法に基づく失業時の主な保

障としては、失業給付金(Arbeitslosengeld)、移

行給付金(むbergangsgeld)、失業救済給付金

(Notstandshilfe)がある。

失業給付金は、失業状態にあり、 2年以内に 52

週分の掛け金を払っている者を対象とする。 2年

以内という条件は、初めて失業手当を申請する場

合に適用されるもので、 2度目以降の申請の場合

には 1年以内に 26週分の掛け金を払っていれば

よい。なお、 25歳以下の若者の場合は、特例とし

てたとえ初めて申請する場合でも 1年以内に 26

週分の掛け金を払っていれば、受給資格を得る。

掛け金は労使双方が3%ずつ負担する。さらに、

申請者は、後述する公共職業紹介センター

(Arbeitsmarktservice: AMS)の就職斡旋に応じる

義務があり、例えば子供がいる場合には、自分の

代わりに子供を世話する者もしくは育児施設があ

れば、斡旋に応じることが可能と見なされる。基

本的給付期間は 20週であるが、掛け金の支払い

の長さに応じて期間は、最高 52週まで延長され

る。なお、公共職業紹介センター (AMS)が行う

訓練プログラムや労働市場統合プログラムに参加
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すれば、給付期間はさらに延長され得る。失業給

付金の内容であるが、基本額、家族手当、付随手

当から構成されている。基本額は1日単位で計算

され、失業前 12ヶ月の手取りの所得(賞与含む)

の55%となっている。基本額の上限は 1日39.31

ユーロ (2006年)、もしくは月額 (31日計算)

1244.34ユーロと決められている。家族手当は、 1

日あたり家族1人につき 0.97ユーロ支給される。

家族として認められるのは、配偶者、パートナー、

子供、孫である。養子もしくは里子も場合によっ

ては、支給の対象となる。配偶者とパートナーに

ついては、未成年の子供、孫、継子、養子、もし

くは里子がいる場合にのみ、支給対象と見なされ

る。付随手当は 1日最低24.2ユーロ支給される。

2005年には、約66万6000人がこの失業給付金を

利用した(平均給付期間は73日)13)。

移行給付金は、 2004年から始まった新しい制度

である。2004年の年金改革関連の法改正によって、

後述する早期退職(=年金の早期受給)オプシヨ

ンは廃止され、また退職年齢(=年金支給開始年

齢)もヲ|き上げられた。そのために、退職できな

い(=年金生活に入ることができない)労働者の

中の失業者に対する何らかの措置が必要とされ

た。それが、この移行給付金である。申請資格は

52週間失業中、もしくは 15ヶ月以上失業中であ

る者であり、給付額は失業給付金の基本額と基本

額の 25%を足した合計である。特例として、過去

25年間に失業保険の掛け金を 780週分払っている

ことが証明されれば、高齢の失業者はこの移行給

付金を申請することができる。特殊な制度のため

に、 2005年は約 7000人のみがこの制度を利用し

た。

失業救済給付金は、前述の失業給付金もしくは

移行給付金の申請を使い果たした者を対象とす

る。給付額は以前に給付されていた失業給付金の

基本額の 95%であるが、 2006年のデータによる

と1日あたり 23ユーロを超えではならないとさ

れている。 2006年の平均支給額は 19.0ユーロで

あった。対象期間も、失業給付金と同様に、最大

52週まで給付可能で、あるが、 2006年のデータで

は平均期間は 138.3日であった。 2006年には、約

23万7000人がこの失業救済支給金を利用した。
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て紹介している。 1979年以降すべての雇用者に適

用されいた旧離退職手当法における手当受給の条

欧州委員会の『フレクシキュリテイの共通原理

に向けて』において、流動性(フレクシピリテイ)

は、各人の人生における成功裡の移動・移行を意

味している。そのような移行には、学校から労働

へ、ある仕事から別の仕事へ、失業から雇用状態

へ、労働から引退へなどが考えられる 14)。

オーストリアの労働市場の特徴は、解雇ないし

離退職の数の多きである。『オーストリア労働市

場政策2006年Jによると、オーストリアでは、
約150万の新規雇用が発生する一方で、ほほ同数

の解雇・離退職が発生している。就労者数が約

400万人であることを考えると、オーストリアに

もデンマークと同様に労働市場の流動性が存在す

ることになる。しかしながら、この労働市場のダ

イナミクスは、農業や林業のような季節労働部門、

建設業、観光業において特に見られる現象である

ことに注意を払うべきである。労働市場のダイナ

ミクスが存在するために、平均雇用期間も 2006

年では、 543日と短い。これは、 2000年と比べて

20日以上も短くなっている。農林業の 153日を最

短に、観光業 (225日)、漁業 (355日)、不動産

業 (386日)と続くが、これは、前述の季節労働

などの有期雇用契約が農林業、観光業、漁業など

で見られるためであると考えられる 15)。

雇用期間の短さは、解雇規制が弱いこととも関

係している。通常の解雇は、雇用者・被用者どち

らの側からも事前の解雇・離退職通告を行うだけ

でよい。雇用者はブルーカラーに関しては 14日

間解雇告知期間を必要とする。他方、ホワイトカ

ラーに関しては最低でも 6週間の解雇告知期聞を

必要とし、契約期聞が長ければそれだけ事前の解

雇告知期間が長くなる 16)。

3-1 新離退職手当法

雇用契約期間が終了した場合、雇用者は、離退

職手当を支払うことになっていた。この規則は、

2003年に改正され、今日では.Abfertigung N eu" 

と呼ばれる新離退職手当法が存在する 17)。オース

トリア政府も欧州委員会もこの新離退職手当法を

オーストリアのフレクシキュリテイの代表例とし

件は、断続的に3年間雇用契約を結び、被用者か

らの契約打ち切りがないことであった。ただし、

建設労働者に関しては、過去3年間のうち、複数

の雇用者との契約を合計して 92週間雇用されれ

ば、受給条件を満たすと見なされた。雇用契約3

年の場合は毎月の給与の 2倍の手当、 3年から 5

年の場合は3倍、 5年から 10年の場合は4倍とな

り、 25年間の雇用契約の場合は 12ヵ月分の手当

が支給された (25年以上はすべて 12ヵ月分とな

る)。旧法の問題点は、あくまでも雇用者からの

解雇の場合にのみ適用されるために、労働市場の

流動性を阻害していた。さらに、受給資格の雇用

期聞が最低3年間という長さのために、被用者の

3分のlしか受給資格を獲得できなかったことで

ある。

そうした問題点を解消するために、 2001年頃か

ら政府内で改正の動きが見られ、 2003年の改正に

至った。 2002年12月以降のすべての雇用契約が

新法の対象とされ、それ以前の契約も、労使双方

の同意に基づき旧法から新法に移行させることが

可能となった。新制度では、雇用者は被用者の税

引き前の賃金の1.53%を離退職手当の保険料とし

て、事前に決めておいた民間の9つの労働者対策

金庫(Mitarbeitervorsorgekasse)の1つに払い込

むことになった。各金庫は保険料を資金運用して、

資産を増やしていく。毎月支払われる保険料は、

被用者名義の口座に積み立てられていく o被用者

は雇用契約終了時に以下の4つの選択肢の中から

lつを選ぶことになる。第 Iに、現金で離退職手

当をもらう。この場合、課税扱いとなる (6%)。

第2に、同じ労働者対策金庫でさらに投資する。

第3に、新しい雇用者の労働者対策金庫に積み立

てた保険料を全額移動させ、継続貯蓄をする。第

4に、年金保険基金へ全額移動させる。この場合

は非課税扱いとなる。

この改正によって、被用者が雇用契約 1ヵ月目

から受給資格を有することになり、労働市場の流

動化に貢献することが期待されると同時に、オー

ストリアの年金制度に貢献することも期待されて

いる。当時の政府は、この制度を年金制度の第2
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の柱の拡張に寄与することを考えていたといわれ

ている。超短期労働者は旧法から適用対象であっ

たが、 2008年1月より、さらに自営業者にもこの

制度の適用が拡大された(強制加入)。

3-2:生涯学習(LifeLong Learning: LLL) 

今日の急速な技術革新の時代において、就業中

の労働者といえども、新しい技術・知識の習得を

無視しては現在の職から別の職への移行は困難が

十分予想される。オーストリアでは、教育・訓練

休暇 (Bildungskarenz)を利用することで、対応

しようとしている。対象者は、連続雇用 1年以上

の被用者である。この規定は、 2008年1月から適

用されており、それ以前は3年以上の被用者が対

象であった。 1回目の教育・訓練休暇を申請する

場合、直近24ヶ月において 52週分の失業保険の

保険料を納めていなければならない。 2回目以降

に申請する場合には、直近 12ヶ月において 28週

分の保険料を納めていればよい。また、特例とし

て、 25歳以下の若者は、初回の申請であっても、

直近 12ヶ月のうちに 26週分の保険料を納めてい

ればよい。休暇を取得する権利を有する者は、雇

用者と協議の上で、雇用者の合意を得なければな

らない。合意に達すれば、 4年以内に合計3ヵ月

から 12ヵ月間の教育・訓練休暇を取得すること

になる。また、 2008年1月の改正によって、複数

の期間に分割して休暇を利用することもできる

(ただし、 1回の期間は最低3ヶ月)。被用者には、

教育・訓練に最低週20時間割くことが義務づけ

られている(育児により 20時間以上割けない場

合、 16時間でもよい)。なお、教育・訓練休暇中

の賃金は発生しないものの、その代わりに、失業

給付金と同等の金額が「継続教育・訓練給付金

(Weiterbildungsgeld) Jとして公共職業紹介セン

ター (AMS)から支給される。 1日あたりの支給

額は 14.53ユーロであり、 45歳以上の被用者の場

合は、支給額は増加する。教育・訓練休暇を利用

した被用者は以前と同じ労働環境で働く権利が認

められいる 18)0 2002年にこの教育・訓練休暇を

利用したのは、就業者全体のわずか0.1%でしか

ない 19)。

成年勤労者の 12.9%が生涯学習プログラムに参
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加したことがある。労働者の教育訓練及び継続教

育訓練は各地の公益職業機関で行われる。ここに

は圏内に 18ある「専門大学 (Fachhochschule/

University of Applied Sciences) Jも含まれる。専

門大学は、一般の大学とは異なる組織であり、公

益法人の形態をとっている。オーストリア政府が

欧州委員会に提出した『オーストリア改革計画

2007年 (NRP2007).lによると、全国で 194のプ

ログラム(学士Bachelor、修士Magister、工学士

Dipl.-Ingの3コースある)を提供し、約2万8000

人が学んでいる。このうち、学生の85%は技術系

とビジネス系コースに参加している。例えば、

ウィーンにある専門大学の Iつ rbfiWien専門大

学Jは2004年に創設された。この大学は、ウィー

ン職業育成機関 (BerufsforderungsinstitutWien: 

bfi Wien)が経営している。この機関は、全国組

織のオーストリア職業育成機関 (bfiOsterreich) 

の州支部の lつであり、 1959年に労働者の教育訓

練を目的として設立され、長年にわたり様々な教

育訓練プログラムを提供してきた。 bfiは社会パー

トナーの労働会議所と労働総同盟の支援を受けて

いる 20)。

4:ターゲッ卜・グループ

『オーストリア改革計画2007年』は、ターゲッ

ト・グループとして(1)女性、 (2)高齢者、 (3)

若者、 (4)障がい者、 (5)長期失業者、 (6)外国

籍労働者の6つを挙げている。以下、オーストリ

ア政府が2005年に施行された雇用促進法(Bescha-

ftigungsforderungsgesetz: BeFG)に関する紹介の

中で特に重点対象と述べている 3グループ、つま

り、r(24歳以下の)若者」、r(求職中の)女性」、r(40

歳以上の)中・高齢労働者」に対する取り組みを

中心に紹介する 211

4-1 若者

前述のように、失業率が低いオーストリアの中

でも、 24歳以下の若者の失業率は他の年齢層と比

べて高く、この状態の改善が急務とされている。

オーストリアは、 rJobsforYou(th)Jプログラ

ム (2004年開始)、「若者にチャンスを (Give
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Youth a Chance / Der Jugend eine Chance) Jプロ

グラム (2006年開始)、「見習い(実習)を求める

若者のためのセーフテイネットJ(2004年開始)、

そして後述する「ブルーム報奨金 (BlumBonus) J 

(2005年開始)などを通じて若者の就業を支援し

ている。

r Jobs for You (th) 2∞6Jは、若者への仕事に

関連する資格取得支援を主な内容としており、約

6万人に対して支援を行った 22)0 rGive Youth a 

ChanceJプログラムは、長期失業中の若者への

職業指導と求職支援をパッケージ化したものであ

る。これは、公共職業紹介センター (AMS)と社

会パートナーの lつのである経済会議所によって

行われており、 2007年実績では2000人を支援し

た。

「見習い(実習)を求める若者のためのセーフ

テイネットJと関連するものが、「デュアル・シ
ステムJである。これは、義務教育を終了した若
者が、企業や商庖などと訓練生契約を結び、企業

などで働く一方、職業学校でも学ぶ制度である。

これは、徒弟制度が近代の学校制度に組み込まれ

た制度だといえる 23)0 rセーフテイネット」は、
若者訓練法 (Jugendausbildungssicherungsgesetz:

JASG)に基づく 12ヶ月のプログラムである。

2005/06学年暦には約1万人が支援を受け、さら

に約9000人が訓練コースに参加した。 2006/07学

年暦の予算は約8500万ユーロであった。

この見習い(実習)制度をより成功させるために、

オーストリアでは2005年5月より「ブルーム報奨金」

がスタートした 24)。これは、企業への見習い生(実

習生)受け入れを促進することを目的とする。その

目的のために、 l人の見習い生(実習生)を雇用し

た場合、雇用者に対して1年目には毎月 400ユーロ、

2年目には毎月mユーロ、 3年目には毎月 l∞ユー
ロを「報奨金(=ボーナス)Jとして支給する(総計

8側ユーロ)。さらに、雇用者は見習い生1人につ

き年l鵬ユーロ支給される。 2(JJ1年はこの「ブルー

ム報奨金」によって約3万反則人の見習い先を求め

ている者の希望を叶えることができた。公共職業紹

介センター (AMS)はこのために2(JJ1年には約82∞

万ユーロを支出したほ肪年は4200万ユーロ)。なお、

見習いはかつては無給であることが多かったが、現

在は有給であることの方が普通となっている 25)。

4-2:女性

2007年のオーストリアにおける女性の就業率は

64.4%であり、これは男性の78.4%を6ポイント

下回っている。さらに、就労している女性の

42.5%がパートタイム(週36時間未満の労働)に

従事している。その結果、加07年に男性が2万

81∞ユーロ稼いだ一方、女性は1万6715ユーロし

か稼いでおらず、男女聞に大きな賃金格差が生じて

いるお)。多くの女性が、当初からパートタイム労

働に従事する、フルタイム労働からパートライム労

働にシフトする、もしくは労働市場から退出する原

因のひとつに、出産がある。育児(ないし家庭)と

労働のバランスを考慮して、オーストリア政府は

2∞2年に育児給付金(阻nderbeむ'euungsgeld)を導

入した。これは、それまでの親休暇給付金

(Karenzgeld)を改正したものであった。 1960年

に導入された親休暇給付金は、当初は、社会保険

の被保険者である働く母親のみを対象にしていた

が、1990年代に父親(社会保険の被保険者が条件)

にも対象が拡大されていった初。 2年間支給され

る親休暇給付の金額は、社会保険の掛け金に応じ

た支給であった。そのため、専業主婦、学生、自

営業者、農民などは給付資格が事実上なかった。

また、親休暇期間中はパートタイム労働も認めら

れていた。

2002年の改正によって、親休暇給付金は現金給

付と育児に専念する休暇に分離された。育児給付

の対象は、現在は年収l万6200ユーロ以下のすべ

ての親である。この所得条件は労働者の平均年収

の3分の2の金額に相当する。支給期間は当初は

30ヶ月であったが、現在では36ヶ月に延長され

ている。毎月の支給額の上限は436ユーロ (30日

計算)である。育児給付開始から 18ヶ月は年金
保険料納入期間にも算入される。 2006年12月段

階で、 17万人(うち 5000人が男性)が育児給付

を受けている。さらに、育児給付と並んで、親は

育児のために2年間の「休暇」を取得できるお)。

2004年には、さらに「親のためのパートタイム

労働 (Eltemteilzeit)Jが導入された。これは、従

業員20人以上の企業に勤める親は、子供が7歳
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になるまでもしくは学校に入学するまで、労働時

聞を調整、つまり労働時間を削減することができ

る。親は労働形態をパートタイムからフルタイム

に戻すこともできる。この権利を行使するために

は、連続3年以上勤務していることが条件である。

従業員 20人以下の企業に勤める親の場合は、雇

用者が同意すれば、子供が4歳になるまで自分の

労働形態をパートタイム労働に変更することがで

きる。

4-3:高齢者

前述のように、オーストリアの55歳から 64歳

までの2007年の就業率は 38.6%(男性49.8%、

女性28.0%)であり、 2004年の 28.8%から 2005

年の31.8%、そして2007年の38.6%と着実に上

昇している。しかしながら、 2007年のEU27ヶ国

平均44.7%(男性53.9%、女性36.0%)には届い

ていない。現段階では、 2010年までに就業率を

50%にすべきという EUのバルセロナ・ターゲッ

トをクリアできる可能性は低い。

オーストリアは、高齢者の就業率上昇のために、

彼らが労働市場から引退して年金生活に入ること

を可能な限り引き延ばすことを特に重視してい

る。前述のように、オーストリアでは、 1970年代

頃から若者が失業しないようにするために、高齢

者の早期退職(=年金生活開始)が推奨されてき

た。法的な年金支給開始年齢は、今日でも男性65

歳、女性60歳である。しかし、実際に年金生活

を開始した年齢をみると、 1970年には男性が62.2

歳・女性が60歳であったのに対して、 1990年に

は男性が58.5歳・女性が56.4歳であった。 1996

年には、早期退職を減らす目的で、それまでの早

期退職と失業給付の一体化が廃止された。これに

よって、実際の年金生活開始年齢は、 2000年には

男性60.5歳・女性58.3歳になり、 2005年には

63.4歳・女性59.5歳に上昇した 29)02003年とそ

の翌年の一連の年金改革は、オーストリアのフレ

クシキュリテイにも大きく関連した。年金改革に

よって、 2017年までに早期退職の利用可能年齢が

段階的にヲ|き上げられ、早期退職の制度それ自体

が廃止されることになった。また、年金の受給資

格のための保険料の払い込み期間を従来の 15年
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から、 2028年までに一気に40年に引き上げるこ

ととなっている。

高齢者が可能な限り労働市場に留まることを重

視する政府は、被用者が高齢になっても解雇され

ずに仕事を続けられるようにするために、雇用者

に高齢者を雇用させるインセンテイプが必要であ

ると考えた。現在、被用者が58歳以上(男性)

及び56歳(女性)以上になっても、雇用者が引

き続き雇い続ける場合、それ以降の失業保険の保

険料は免除される。また、 50歳以上の者を新たに

雇用する場合には報奨金 (Bonus)を与え、また

解雇する場合には課徴金 (Malus)を要求する制

度も行われている (Bonus/MalusSystem)。

また、「高齢者パートタイム給付金

(Altersteilzeitgeld) Jによっても、高齢者の労働
市場での活動は支援される。 65歳から 70歳まで

の男女がこの制度の対象であり、雇われる高齢者

は、過去25年間に 780週分の失業保険の保険料

を払った者でなければならない。パートタイムと

して引き続き働く高齢者は、それ以前の通常の労

働時間の40-60%の間で勤務する。そうした場合、

雇用者はこの高齢者の減少した労働時間を新たに

人材を雇用することで埋めなければならない。「高

齢者パートタイム給付」は、少ない労働時間勤務

した高齢者に支払った税込みの給与と、高齢者を

雇ったために発生した代償賃金(税込み)の差額

の50%を「雇用者Jに給付するものである。労使
が負担する社会保険の保険料もこれとは別に給付

される。この制度の申請者は2006年では約5500

人と少なかった。

5 :積極的労働市場政策における公共職業
サービス(センター)の役割

オーストリアの積極的労働市場政策において最

も重要な役割を果たしているのが、「公共職業紹

介センター (AMS)Jである。 AMSは、 1994年に

労働・健康・社会省 (Bundesministeriumfur 

Arbeit， Gesundheit und Soziales)から労働市場管

理庁 (Arbeitsmarktverwaltung)が分離して、公

法上の権利を持つ (offentlicheRecht)団体とし

て誕生した。職員数は2006年現在で4800人、年
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間予算は3億4500万ユーロである。 AMSの組織

構造は、 1つの連邦事務所、各州に州事務所(合

計9)、地方事務所(合計99)の三層構造となっ

ている。ここで強調しておきたいことは、どのレ

ベルにおいても AMSの政策形成過程に労働者と

使用者の団体である 4つの社会パートナーが参加

していることである。

AMSの機能としては、(1)積極的労働市場政

策の実施(情報、カウンセリング、職業斡旋、求

職者および雇用者支援など)、 (2)失業時の申請

証明、支払い、賃金代償の給付(失業保険の保険

金徴収と失業保険給付はAMSが担当している)、

(3)その他の業務(例えば、外国籍所有者が労働

市場へ参入する際の許可の交付)である 30)。

新しい職を見つけたいと考えている者は、 AMS

に登録しなければならない。登録に際しては、失

業中である必要はなく、現在就業中でも在学中で

も登録することができる。登録されると、公共職

業紹介センター (AMS)や政府の統計データ上で

は「失業者」と見なされる。 2006年の「登録され

た失業者」は、約92万人であったが、実際に失

業していたのは約24万人であった。「登録された

失業者」は、 AMSのスタッフと求職のためのア

クションプランを作り、個々人に適した仕事や企

業から AMSに送られてくる求人情報を検討する。

このようにして、 2006年に仕事を見つけた「登録

された失業者」は約 51万人であった。また、彼

らのうちで68.3%が、失業から 3ヶ月以内に、ま

た、 92.9%が6ヶ月以内に就職することができた。

2006年にはAMSが実施した労働市場プログラ

ムの参加者は約36万人であった。また、約 97万

件の金銭的助成が新たに承認された(1人につき

約2.7件の計算になる)。助成件数が最も多いのが

技能訓練である(助成の支出額も最も多い)。技

能訓練助成には、教育・訓練休暇プログラム、諸

プログラム参加者のための生計確保のための「特

別手当」、見習い制度に関連する「ブルーム報奨金」

などが含まれる。雇用助成は、雇用者(=企業)

に直接助成されるものを指す。例えば、後述する

ように、 AMSは大量解雇を予定している企業に

対して助成を行う場合がある O そのときに、利用

される制度が「時短労働手当 (Short-time

working allowance / Kurzarbeitsbehilfe) Jである。
この手当は、時短労働をすることになり所得が減

少した労働者ではなく、解雇を取りやめて引き続

き雇用を行っている雇用者に直接助成される 3J)。

支援措置は、カウンセリングやガイダンスセン

ターでの支援、育児助成などを指す。

被用者の雇用を守るために、 AMSが特に力を

入れている制度が「早期警戒システム (Eary

Warning System) Jと呼ばれるものである。労働
市場促進法に基づき、企業は大量の解雇を実施す

る場合には、事前にAMSの地方事務所に解雇予

定を通知する義務がある。地方事務所は、企業や

労働委員会などと協議を行い解雇の回避に努め

る。その際、なんらかの金銭的助成を行う場合も

ある(例えば、「時短労働手当」の支給)。解雇の

回避を阻止できない場合には、 AMSは解雇され

る労働者の再就職先篠保のための活動を行う。企

業のAMSへの通知は法律で解雇予定の30目前と

決まっているが、解雇予定の通知義務は金業の従

業員数によって異なっている。通知義務が発生す

るのは、(1)従業員 20-100人の企業は5人、 (2)

600人までの企業は全従業員数の5%、(3)600人

以上の企業は 30人を解雇する場合となっている。

労働市場促進法に違反する解雇は原則として無効

となる。このように、 AMSは労働者の解雇を未

然に防ぐ対策をとっているのである。

6 :オーストリア型フレクシキュリティ?

欧州委員会は加盟国のフレクシキュリテイの達

成の経路 (pathway)は1つではなく、複数の経

路が存在すると考えている。具体的には、 4つの

経路が提示されているのだが、欧州委員会は、加

盟国の経路が必ずこの4つの中のいずれかを辿っ

ている、もしくは辿るべきであるとは考えていな

い。あくまでも「典型的な」現象を提示しただけ

であり、特定の加盟国の状況について説明したも

のではない。表3は、 4つの経路の特徴を整理し

たものである。

では、オーストリアのフレクシキュリテイの特

徴はどのようなものであろうか。まず労働契約に

ついてであるが、オーストリアにおいては、たい
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表3

経路1

-労働市場でのイン

サイダーとアウト

サイダーの分裂状

現状
態

-低い失業手当

-貧弱な積極的労働

市場政策

-有期契約者の地位

労働契約 改善

-ターゲットは一時

生涯学習
的労働者

(temporary 

worker) 

-公共職業サーピス

対 の改善

-ターゲットは長期

ALMP 
失業者

策

-一時的労働者のた

社会保障 めの制度構築

制度

社会 -社会パートナー間

パートナー の信頼構築

経路2

-低い労働市場のダ

イナミズム(=雇

用保護強い)

-発達している社会

保障制度

-費用対効果の小さ

いALMP

-技能向上条項の挿

入

-技能向上

-公共職業サービス

のターゲットは長

期失業者

-公共職業サーピス

が実施する技能向

上施設の増強

-職から別の職への

フレクシピリテイ

-求職者の移行期間

重視

-給付条件と求職努

力のリンク

-社会パートナ一間

の信頼構築

経路3 経路4

-高い就業率 -低い就業率

-多くの低技能労働 -サービス・セク

者の存在 ターの成長

-労働者聞の大きな -少ないALPM費

技能格差(→機会 -大きなジェン

の格差) ダー・ギャップ

-柔軟な労働契約 -脆弱な職業訓練制

度

-低技能者の雇用の -非正規労働者

実現 (infonnal worker) 

の立場改善

-初等教育制度の重 -労働市場のニーズ

視 に即したプログラ

-ターゲットは低技 ム

能労働者 -企業の協力

-技能の違いによる -公共職業サービス

対策(個別求職支 の改善

援と十分な訓練) -ターゲットは長期

失業者、障がい者、|

解雇を懸念する労

働者

-労働市場のニーズ

に即した訓練

-低技能者のインセ -より多くの社会給

ンティプ 付(=失業給付の

充実)

ほとんど言及なし -頂上団体の創出

-生涯学習への投資

ていの(超短期労働契約ですら)雇用契約が労使

関の団体協約によって締結される。そこには、技

能向上のための教育訓練休暇の条項についても言

及されている。このように労働者の権利を明記し

ていることで、契約期間中の労働者の保護を担保

している。しかし、解雇規制がデンマークのよう

な「制度上」ではなく、「事実上」ゆるいことによっ

て、労働市場のフレクシピリティを促進させてい

る要因となっている詑)

生涯教育については、たとえ、オーストリアの

積極的労働市場政策に関する費用がGDP比でデ

ンマーク (0.36%)やオランダ (0.28%)のよう

に高くなくても、 EU加盟国内で8位 (0.12%)
という数字は評価できるであろう(いずれも 2005
年の資料)。また、 2006年にAMSが積極的労働
市場政策の一環として新たに支援された人々の

81%が資格取得(つまり訓練)に関する金銭的支
援であることは、注目に値する(表4参照。なお、

2∞8 No.39 
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AM8の支援関係予算の 61%がこの資格取得に使 社会パートナーについてであるが、オーストリ

われた)。このことは、オーストリアでは、仕事 アが「ネオ・コーポラテイズム」の代表例である

先を探すときに自分の持っている資格が就職の成 ことは周知の事実である。労使双方の団体 (4大

否に大きく関わってきたことと関連するであろ 頂上団体)が前述のAM8だけでなく、国家や地

う。実際に訓練機関で提供されるプログラム内容 方自治体の政策形成過程に関与してきたことを考

は、労働市場のニーズや時代に応じたものを提供 えれば、欧州委員会が主張するフレクシキュリ

してように思われる。また訓練のターゲットは低 ティの機能における社会パートナーの位置づけは

技能所有者に重点を置いたものでもなく、労働者 問題がないといえよう。

や労働市場から離れている人々の技能一般の向上

に重点を置いている。

表4:新規助成の人数

2006年 2007年

総数
うち女性

総数
うち女性

(比率) (比率)

雇 用
41，094 23，585 35，052 15，871 
(50.08%) (45.28%) 

資格支援
252，331 128，089 247，681 137，0剖
(50.76%) (55.35%) 

支 援
68，臼O 37，850 51，953 28，090 
(55.15%) (54.07%) 

総 計
308，530 157，250 294，170 160，525 
(日.97%) (54.57%) 

出典:NRP2oo7，百ble2.

積極的労働市場政策については、大量の失業者

が毎年発生する一方、大量の就職者が発生してい

る点と、失業してから次の職を見つける時聞が短

い点は、控目に値する。また、 12ヵ月以上失業状

態にあった人が新たに職を見つけることの困難さ

がオーストリアにも見られ、彼ら(約5万人)の

対策をいかにするのかが重要になってこよう。

オーストリアはもともと社会保障制度の発達し

た国家であった。今世紀に入ってからの年金制度

改革によって、高齢者の早期退職制度の廃止の決

定により、高齢労働者の就業率の上昇することが

予想できる。また、育児手当申請の資格を全ての

女性に拡大したことは評価できょう。フレクシ

キュリティに大きく関係する失業保険の給付は、

AM8が提示する教育訓練プログラムなどに参加

しない場合には、 AM8が給付を停止することに

なっている。これは、給付条件と求職努力のパッ

ケージ化を具体化しているものといえよう。

おわりにかえて:フレクシキュリティに関す

る政策の政治的背景

フレクシキュリティに関して、オーストリアは

EUの要求する数値目標をかなり達成していると

言えるであろう。これを可能にしたのは、国民党

と自由党/未来同盟からなる中道右派連立政権と

いう従来のオーストリア政治とは異なるタイプの

政権の存在であり、この連立政権がおこなった政

権運営のやり方にあるという指摘があるお}。

2000年及び2003年のこの中道右派連立政権の

連立網領のなかには、「統治の新方式 (neuen8tH 

des Regierens) J、fC社会保障の〕乱用者との戦い
(Missbrauchsbekampfung) J、「小さな国家 (ein
schlanker 8taat) Jといった言葉が登場した。こ
れらを具体化した政策のひとつに 2002年の育児

給付金の導入がある。これをめぐっては、与野党

聞で激しい対立があり、結局、育児給付金に関す

る法案は議会で多数決によって可決された。対立

の中心は、従来の給付条件である保険料納付を撤

廃することが伝統的なオーストリアの社会政策か

らの逸脱であるか否かという点であった。労働組

合、野党であった社民党、そしてカトリック女性

運動 (KatholischenFrauenbewegung)といった

法案に反対する勢力は、育児休暇を長期にわたり

取ることによって女性が労働世界から追い出され

る可能性と、解雇に対する女性労働者の保護が制

限される可能性を危倶したのである鉛。

また、国民党・自由党/未来同盟が新離退職手

当法を成立させた背景には、年金制度改革がある。

これに関しては以下の二点を指摘できる。まず、

新離退職手当法は、政府によって進めていた年金

の三本柱化と年金制度の一元化に貢献するもので

ある。第一の柱を公的年金、第二の柱を補足年金、
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そして第三の柱を個人年金とする三本柱化は、

2000年の連立政権綱領で言及されていた。新敵退

職手当法は、第二の柱の重要な構成要素になるこ

とが期待されていたお)。次に、年金制度の一本化

である。これは 2003年の連立政権綱領で言及さ

れていた。この一本化は、従来のオーストリアの

職域別年金制度からの脱却を意味するものであっ

た36)。

このような伝統的社会政策からの転換の背景に

あるのは、伝統的なオーストリアの政治手法であ

る交渉民主主義が後退したからだとの指摘があ

る。つまり、野党や労働者代表の影響力が低下し

たというのである。従来は、 4大頂上団体が政府

案作成の段階で意見を表明し、政府もそれを様々

な形で政府案に取り入れてきた。しかし、 2000年

以降の国民党・自由党/未来同盟の連立政権下で

は、社民党やその支持基盤である労働会議所及び

労働組合総同盟の要求は押しのけられてきた。こ

うして、多くの労働市場政策、とくに失業手当に

関する法律が成立したのである。

交渉民主主義からの後退は、連立与党が議会で

の多数決を積極的に活用してきたことにもあらわ

れていた。 2000年の総選挙の結果、 183議席中

104議席を与党が占めることになったが、 2000年

以降の年金改革や積極的動労市場政策に関する多

くの法律が与党の賛成のみで成立した幻)。この可

決の手法は、与野党間の交渉、政府と社会パート

ナーとの交渉という従来の政治スタイルから大き

く逸脱するものであった。 2000年から 2007年ま

でのフレクシキュリティに関する一連の法律成立

の背後には、与野党聞の対立が存在していたので

ある。このことと、 2007年に成立した社民党と国

民党の大連立政権がわずかl年半で崩壊したこと

は、何らかの因果関係があろう。両党は、 2008年

秋の総選挙のあと再び大連立を組んだ羽)。現在の

大連立政権が、従来のフレクシキュリテイの政策

をどのように発展させるかは未知数である。
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